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開催場所が例年の会場から変更となりますので、末尾の「株主総会会場
ご案内図」をご参照いただき、お間違いのないようご注意願います。
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連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定款の
規定に基づき、当社ウェブサイト(https://www.hokkaido-gas.co.jp/)に掲載しておりますので、
本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。なお、監査役および会計監査人が監査した連結
計算書類および計算書類は、本招集ご通知の添付書類に記載の各書類と当社ウェブサイトに掲載
している連結注記表および個別注記表とで構成されております。

表紙イラスト：佐々木 小世里（ささき こより）
1992年より新聞、雑誌、広告などで活躍するイラストレーター。主な仕事にＪＲタワーホテル日航札幌のゲスト用ポスト
カードなど。
札幌芸術の森美術館企画展「真冬の花畑」参加（2010年）。
どうしん電子版（北海道新聞）にてイラストコラム「ふわっと飛んでみたら」を連載中。
著書に「小世里のキラリ！見つけ旅」（北海道新聞社刊）がある。札幌市在住。
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証券コード9534
2019年６月３日

株 主 各 位
札幌市中央区大通西七丁目３番地１
北 海 道 瓦 斯 株 式 会 社
代表取締役社長 大 槻 博

第173回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第173回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあ
げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができます。後記の株主総会参考書類を
ご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月24日（月曜日）午
後５時までに到着するようご返送ください。
　また、当社では、インターネットにより議決権を行使することもできます。議決権行使ウェブサイト
（https://www.web54.net）より議決権をご行使いただく場合は、12頁に記載の「インターネットによる議決
権行使について」をご参照のうえ、議案に対する賛否をご入力くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2019年６月25日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 札幌市東区北七条東二丁目１番１号

北ガスグループ本社ビル ２階
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第173期 (2018年４月2019年３月
１
31
日から
日まで)事業報告、連結計算書類、計算書類ならびに会計

監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役４名選任の件

本年から、株主総会ご出席株主さまへのお土産を取りやめさせていただきます。なお、定時株主総会終了後、
ご出席株主さまを対象に当社社員食堂にて昼食をご用意させていただきます。



2

▶ P 33

▶ P 30

▶ P 1

▶ P 27

▶ P 13

▶ P 3

▶ P 38

▶ P 36

招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
さ
ま

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

ト
ピ
ッ
ク
ス

4. 議決権行使についてのご案内
（1） 書面により議決権を行使される場合は、2019年６月24日（月曜日）午後５時までに到着したものを有

効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
（2） インターネットにより議決権を行使される場合は、12頁に記載の「インターネットによる議決権行使に

ついて」をご参照のうえ、2019年６月24日（月曜日）午後５時までにご行使いただいたものを有効な議
決権行使として取り扱わせていただきます。

（3） 書面もしくはインターネットにより、複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（4） 書面とインターネットによる議決権行使が重複して行われた場合は、後に到着したものを有効な議決権
行使として取り扱わせていただきます。

（5） 書面とインターネットによる議決権行使が同日に到着した場合は、インターネットによるものを有効な
議決権行使として取り扱わせていただきます。

　
【議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）】

以 上
　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎ 議決権の行使を委任できる代理人は、当社定款の規定に基づき、当社の議決権を有する他の株主さま１名と

させていただいております。代理人がご出席される際は、代理権を証明する書面（委任状）、ご本人および
代理人の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正をすべき事情が生じた場合には、
当社ウェブサイトにおいて修正後の事項を掲載させていただきます。

◎ 当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主さまにおかれましても軽装でご出席くだ
さいますようお願い申しあげます。

　
【当社ウェブサイト（https://www.hokkaido-gas.co.jp/）】
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株主総会参考書類

議案および参考事項
　
第１号議案　取締役８名選任の件
　
　本総会終結の時をもって、取締役全員は任期満了となりますので、取締役８名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

　
候補者番号 氏名 当社における地位および担当 取締役会

出席状況

１ 再 任
おお つき ひろし

大槻 博 代表取締役社長
社長執行役員

12回／12回
（100％）

２ 再 任
こん どう きよ たか

近藤 清隆 取締役 常務執行役員
生産供給本部長 生産事業部長

12回／12回
（100％）

３ 再 任
つち や ひろ あき

土谷 浩昭
取締役 常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
人材開発センター・監査部・リスク管理担当

12回／12回
（100％）

４ 再 任
すえ なが もり と

末長 守人 取締役 常務執行役員
総務人事部担当 総務人事部長

12回／12回
（100％）

５ 再 任
い ざわ ふみ とし

井澤 文俊 取締役 常務執行役員
経営企画本部長 経営企画部長

12回／12回
（100％）

６ 新 任
まえ や ひろ き

前谷 浩樹 常務執行役員
エネルギーサービス事業本部長

７ 再 任 社 外 独 立
なか がみ ひで とし

中上 英俊 社外取締役 12回／12回
（100％）

８ 新 任 社 外 独 立
おか だ み や こ

岡田美弥子
　（注）取締役会出席状況は、「取締役会出席回数／当事業年度における在任中の取締役会開催回数」となります。
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番 号
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

１

おお つき ひろし

大 槻 博
（1949年７月11日生）

再 任

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

1972年10月 当社入社
1998年６月 同取締役
2000年６月 同常務取締役
2002年６月 同代表取締役副社長
2006年６月 同代表取締役 副社長執行役員
2008年４月 同代表取締役社長 社長執行役員

営業本部長
2014年４月 同代表取締役社長 社長執行役員

営業本部長 技術開発研究所担当
2015年10月 同代表取締役社長 社長執行役員

エネルギーサービス事業本部長
2018年４月 同代表取締役社長 社長執行役員（現任）

37,620株

２

こん どう きよ たか

近 藤 清 隆
（1960年５月16日生）

再 任

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

1984年４月 当社入社
2007年４月 同原料企画担当部長
2008年５月 同石狩基地建設部長兼原料企画担当部長
2011年４月 同執行役員

生産技術部長兼石狩基地建設部長
2014年４月 同常務執行役員

生産技術部担当 生産技術部長
2014年６月 同取締役 常務執行役員

生産技術部担当 生産技術部長
2015年４月 同取締役 常務執行役員

生産供給本部長 生産技術部長
2016年４月 同取締役 常務執行役員

生産供給本部長
2017年４月 同取締役 常務執行役員

生産供給本部長 生産事業部長（現任）

9,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

３

つち や ひろ あき

土 谷 浩 昭
（1960年７月25日生）

再 任

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

1984年４月 当社入社
2006年６月 同人事担当部長
2010年４月 同企画部長
2011年４月 同執行役員

営業副本部長 お客さま部長兼営業企画部長
2014年４月 同常務執行役員

ＩＣＴ推進部・総務人事部・人材開発センター・内部統
制推進室・リスク管理担当

2014年６月 同取締役 常務執行役員
ＩＣＴ推進部・総務人事部・人材開発センター・内部統
制推進室・リスク管理担当

2015年10月 同取締役 常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
総務人事部・人材開発センター担当

2017年４月 同取締役 常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
人材開発センター・監査部・リスク管理担当（現任）

6,800株

４

すえ なが もり と

末 長 守 人
（1961年11月27日生）

再 任

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

1985年４月 当社入社
2007年２月 同広報・総務・秘書担当部長
2010年４月 同総務部長
2012年４月 同執行役員 総務部長兼人事部長
2012年７月 同執行役員 総務人事部長
2017年４月 同常務執行役員

総務人事部担当 総務人事部長
2017年６月 同取締役 常務執行役員

総務人事部担当 総務人事部長（現任）
2018年６月 北ガスサービス株式会社代表取締役社長（現任）

4,600株
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番 号
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

５

い ざわ ふみ とし

井 澤 文 俊
（1964年12月19日生）

再 任

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

1988年４月 当社入社
2012年１月 同営業企画部フレアストサポートグループマネージャー

兼営業企画部営業企画グループマネージャー
2013年４月 同営業副本部長付

北ガスフレアスト南株式会社出向
北ガスフレアスト南株式会社代表取締役専務

2014年３月 当社営業副本部長付
北ガスフレアスト南株式会社出向
北ガスフレアスト南株式会社代表取締役社長

2015年４月 当社執行役員 企画部長
2015年10月 同執行役員 経営企画部長
2017年４月 同常務執行役員

経営企画本部長 経営企画部長
2017年６月 同取締役 常務執行役員

経営企画本部長 経営企画部長（現任）

6,600株

６

まえ や ひろ き

前 谷 浩 樹
（1967年８月12日生）

新 任

1991年４月 当社入社
2007年４月 同原料企画グループマネージャー
2009年４月 同原料企画室長
2014年４月 同エネルギービジョンプロジェクト部長
2015年４月 同執行役員 スマートエネルギーシステム＆ネットワー

ク推進副本部長兼エネルギービジョンプロジェクト部長
2017年４月 同執行役員 エネルギーサービス事業本部副本部長兼ス

マートエネルギー＆ネットワーク推進事業部長
2018年４月 同執行役員 エネルギーサービス事業本部長
2019年４月 同常務執行役員 エネルギーサービス事業本部長（現任）

3,000株



7

▶ P 3

▶ P 33

▶ P 30

▶ P 27

▶ P 13

▶ P 38

▶ P 1

▶ P 36

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
さ
ま

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

ト
ピ
ッ
ク
ス

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

７

なか がみ ひで とし

中 上 英 俊
（1945年３月11日生）

再 任 社 外 独 立

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

1973年４月 住環境計画研究所所長
1976年１月 株式会社住環境計画研究所

代表取締役所長
2010年６月 当社社外取締役（現任）
2013年４月 株式会社住環境計画研究所

代表取締役会長（現任）

3,700株

８

おか だ み や こ

岡 田 美弥子
（1964年７月31日生）

新 任 社 外 独 立

2001年４月 北海道大学大学院経済学研究科 講師
2003年４月 同 助教授
2007年４月 同 准教授
2018年10月 北海道大学大学院経済学研究院 教授（現任） 0株

（注）1. 取締役会出席状況は、「取締役会出席回数／当事業年度における在任中の取締役会開催回数」となります。
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 中上英俊氏および岡田美弥子氏は、社外取締役候補者であります。当社は、中上氏を一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立
役員として指定し、上場証券取引所に届け出ております。なお、中上氏が選任された場合は引き続き独立役員とする予定であり、岡田
氏が選任された場合は、新たに独立役員とする予定です。
4. 中上英俊氏につきましては、エネルギー・環境分野に関する専門的な知見と豊富な経験を当社の経営に反映していただくため、社外
取締役として選任をお願いするものであります。
岡田美弥子氏につきましては、経営学の分野における専門的な知見を有しており、それらを含め幅広い視野および高い見識を当社の経
営に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏は、これまで、直接会社経営に関与された経験
はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての業務を適切に遂行いただけるものと判断いたします。
5. 社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって中上英俊氏は９年であります。
6. 中上英俊氏と当社との間では会社法第427条第１項に規定する責任限定契約を締結しており、中上氏が選任された場合は当該契約を
継続する予定であり、岡田氏が選任された場合は、新たに当該契約を締結する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額
は、法令に定める最低責任限度額または1,000万円のいずれか高い額となります。
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招
集
ご
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知 第２号議案　監査役４名選任の件

　
　本総会終結の時をもって、監査役全員は任期満了となりますので、監査役４名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

　
候補者番号 氏名 当社における地位 取締役会

出席状況
監査役会
出席状況

１ 再 任
つつみ のぶ ゆき

堤 信之 監査役（常勤） 12回／12回
（100％）

13回／13回
（100％）

２ 再 任 社 外 独 立
すず き たか ひろ

鈴木 貴博 社外監査役（常勤） 12回／12回
（100％）

13回／13回
（100％）

３ 再 任 社 外 独 立
こ やま とし ゆき

小山 俊幸 社外監査役 12回／12回
（100％）

13回／13回
（100％）

４ 再 任 社 外 独 立
いの うえ ただ ふみ

井上 唯文 社外監査役 12回／12回
（100％）

13回／13回
（100％）

　（注）取締役会出席状況は「取締役会出席回数／当事業年度における在任中の取締役会開催回数」となり、監査役会出席状況は「監査役会出席
回数／当事業年度における在任中の監査役会開催回数」となります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１

つつみ のぶ ゆき

堤 信 之
（1959年１月６日生）

再 任

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

監査役会出席状況
13回／13回
（100％）

1998年４月 当社入社

10,600株

2007年４月 同経理財務担当部長
2010年４月 同執行役員
2012年４月 同常務執行役員
2012年６月 同取締役 常務執行役員

経理部担当、経理部長
2017年４月 同取締役
2017年６月 同常勤監査役（現任）

２

すず き たか ひろ

鈴 木 貴 博
（1959年12月19日生）

再 任 社 外 独 立

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

監査役会出席状況
13回／13回
（100％）

1982年４月 北海道東北開発公庫入庫

1,400株

1999年10月 日本政策投資銀行総務部課長
2006年４月 同法務部長
2007年４月 同法務・コンプライアンス部長
2008年10月 株式会社日本政策投資銀行

法務・コンプライアンス部長
2009年６月 同中堅・成長企業ファイナンスグループ長
2010年４月 同東北支店長
2012年６月 同常務執行役員 リスク統括部、法務・コンプライアン

ス部担当
2013年６月 同常務執行役員 リスク統括部、法務・コンプライアン

ス部、管理部担当
2015年６月 当社常勤監査役（現任）
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知 候補者

番 号
氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

３

こ やま とし ゆき

小 山 俊 幸
（1957年５月21日生）

再 任 社 外 独 立

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

監査役会出席状況
13回／13回
（100％）

1981年４月 日本国有鉄道入社

0株

1987年４月 北海道旅客鉄道株式会社入社
1999年３月 同鉄道事業本部企画部長
2002年６月 同総務部長
2007年６月 同総合企画本部経営企画部長
2009年６月 同取締役 総合企画本部経営企画部長
2012年６月 同常務取締役 総合企画本部長
2013年６月 当社監査役（現任）
2017年６月 北海道旅客鉄道株式会社

専務取締役 総合企画本部長
2018年６月 同取締役副社長（現任）

４

いの うえ ただ ふみ

井 上 唯 文
（1955年３月21日生）

再 任 社 外 独 立

取締役会出席状況
12回／12回
（100％）

監査役会出席状況
13回／13回
（100％）

1978年４月 札幌市採用

0株

2003年４月 同清田区市民部長
2005年４月 同財政局財政部長
2007年４月 同総務局秘書部長
2008年４月 同経済局長
2011年４月 同総務局長
2012年４月 同市長政策室長
2013年４月 同副市長
2015年６月 当社監査役（現任）
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（注）1. 取締役会出席状況は「取締役会出席回数／当事業年度における在任中の取締役会開催回数」となり、監査役会出席状況は「監査役会
出席回数／当事業年度における在任中の監査役会開催回数」となります。
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 鈴木貴博氏、小山俊幸氏および井上唯文氏は、社外監査役候補者であります。当社は、各氏を一般株主と利益相反が生じるおそれの
ない独立役員として指定し、上場証券取引所に届け出ております。なお、各氏が選任された場合は引き続き独立役員とする予定です。
4. 鈴木貴博氏につきましては、金融業務で培われた専門的知識・経験を当社の監査に反映していただくため、社外監査役として選任を
お願いするものであります。
小山俊幸氏につきましては、経営企画業務において培われた豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくため、社外監査
役として選任をお願いするものであります。
井上唯文氏につきましては、地方自治体での豊富な経験を踏まえ、厳正かつ客観的な視点を当社の監査に反映していただくため、社外
監査役として選任をお願いするものであります。同氏は、地域社会・経済に関する高い見識を有していることから、社外監査役として
の業務を適切に遂行いただけるものと判断いたします。
5. 社外監査役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって鈴木貴博氏は４年、小山俊幸氏は６年、井上唯文氏は４年であります。
6．鈴木貴博氏、小山俊幸氏および井上唯文氏と当社との間では会社法第427条第１項に規定する責任限定契約を締結しており、各氏が選
任された場合は当該契約を継続する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額または
1,000万円のいずれか高い額となります。

以 上
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知 インターネットによる議決権行使について

インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご了承のうえご行使ください。
１. 議決権行使ウェブサイトについて
■インターネットによる議決権行使は、議決権行使ウェブサイト（https://www. w

ウ ェ ブ 行 使
eb54 .net）をご利

用いただくことによってのみ可能です。インターネットによる議決権の行使には、議決権行使書用紙に
表示された「議決権行使コード」および「パスワード」が必要です。なお、携帯電話専用サイトは開設
しておりませんのでご了承ください。
■議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金（接続料金等）は、
株主さまのご負担となります。

２．パスワードのお取り扱いについて
■パスワードは、ご投票される方が株主さまご本人であることを確認するための重要な情報ですので大切
にお取り扱いください。
■パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。パスワードのお電話などによ
る照会にはお答えいたしかねますので、パスワードの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお
手続きください。

３. システムに係わる条件について
インターネットにより議決権を行使される場合は、以下のシステム環境が必要です。
■画面の解像度が 横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。
■次のアプリケーションをインストールしていること。
ア．ウェブブラウザとしてVer.7以降のInternet Explorer®
イ．PDFビューアとしてVer.9以降のAdobe® Reader®
※Internet Explorerは米国Microsoft Corporationの、AdobeおよびReaderはAdobe Systems
Incorporatedの、米国およびその他の国での登録商標または商標です。

４. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
　本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせくださ
い。
■三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00）
■その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。
　 ① 証券会社に口座をお持ちの株主さま
　 お取り引きの証券会社あてにお問い合わせください。
　 ② 証券会社に口座のない株主さま（特別口座をお持ちの株主さま）
　 三井住友信託銀行 証券代行部

［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）
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添付書類

事業報告（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

140,000

105,000

70,000

35,000

0 2015年度
第170期

（百万円）

2016年度
第171期

連結売上高

2017年度
第172期

2018年度
第173期

93,131
87,040

121,174

103,580

4,800

3,600

2,400

1,200

0

（百万円）

2015年度
第170期

連結経常利益

2016年度
第171期

2017年度
第172期

2018年度
第173期

1,785 1,824

4,222

2,911

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（百万円）

2015年度
第170期

親会社株主に帰属する当期純利益

2016年度
第171期

2017年度
第172期

2018年度
第173期

1,151 1,297

3,503

1,923

１ 企業集団の現況に関する事項

1. 事業の経過およびその成果

当連結会計年度における北海道経済は、昨年９月に発生しました北海道胆振東部地震の影響により、公共投資
や国内外からの観光客が減少するなど、一時的に弱い動きが見られたものの、雇用・所得環境の改善や堅調な設
備投資を背景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。
一方、エネルギー業界におきましては、電力・ガスの小売り全面自由化により、エネルギー事業者間の相互参

入や異業種からの新規参入が進んでおります。これまでのところ、北海道内において、新たにガス事業に参入し
た企業はないものの、当社グループを取り巻く環境は一層厳しさを増すものと見ております。
このような状況のもと、当社グループは、ガスの販売拡大を中心とした積極的な営業活動や保安の強化に取り

組むとともに、自社電源であります「北ガス石狩発電所」の稼動や、当社独自のエネルギーマネジメントシステ
ム「ＥＭＩＮＥＬ（エミネル）」のサービス開始等、「総合エネルギーサービス事業」の本格展開に向けた取り組
みを着実に進めてまいりました。
連結売上高につきましては、都市ガス・電力販売の増収等により、前連結会計年度に比べ17.0％増の
121,174百万円となりました。一方、費用につきましては、経営全般にわたる合理化・効率化を進めた結果、経
常利益は前連結会計年度に比べ45.0％増の4,222百万円となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、石
狩ＬＮＧ基地の共同利用を目的として設立した、石狩ＬＮＧ桟橋株式会社へのＬＮＧ受入設備売却による特別利
益657百万円、法人税等を計上した結果、同82.2％増の3,503百万円となりました。以下、事業別の概要をご報
告申し上げます。
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300

200

100

0

（百万㎥）

2015年度
第170期

都市ガス販売量の推移

2016年度
第171期

2017年度
第172期

2018年度
第173期

517
577 578559

エネルギー
関連 24.8%

事業別売上高構成比

その他 1.0%

電力 20.1%

　ガス
　54.1%

(注) 事業別の売上高には、事業間の売上高を含んでおりますが、
　　連結売上高には、これを含んでおりません。

ガス
当連結会計年度末のお客さま件数は、新築・燃料転
換営業を積極的に進めたことに加え、賃貸住宅の獲得
件数の増加等により、前連結会計年度末に比べ1.1％
増加し、同6,219件増の577,763件となり、６期連続
の純増となりました。

都市ガス販売量は、北海道胆振東部地震の影響に加
え、気温が春先は高め、夏場は低めに、秋口から初冬
にかけては記録的に高く推移し、また、札幌では観測
史上、最も遅い初雪となるなど、気候の影響を強く受
けましたが、新設件数が４期連続で１万件を超えたこ
とに加え、家庭用につきましては、給湯や暖房を含め
幅広い用途でガスをご利用のお客さまが増加したこと
等により、他のガス事業者向け卸供給を含めました総
販売量は、同0.2％増の578百万㎥となりました。

以上に加え、新たなお客さま設備の稼動によるＬＮ
Ｇ販売量の増加や、原料費調整制度による販売単価の
上昇等もあり、ガス全体の売上高は同14.4％増の
68,506百万円となりました。

電力
売上高は、お客さまとの接点機会を活用した営業活
動に加え、道内各地におけるＰＲ・巡回活動を積極的
に展開した結果、お客さま件数が着実に増加したこと
に加え、新たに稼動した「北ガス石狩発電所」からの
卸供給等により、前連結会計年度に比べ44.6％増の
24,510百万円となりました。
エネルギー関連
売上高は、気温等の影響によりＬＰＧ事業の販売量
が減少したものの、原料費調整制度による販売単価の
上昇や工事・器具販売等の増加により、前連結会計年
度に比べ5.7％増の31,267百万円となりました。
その他
売上高は、ＩＴサービス事業の増収や水道検針事業
の受託範囲拡大等により、前連結会計年度に比べ15.9
％増の1,788百万円となりました。
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2. 設備投資の状況

　設備投資総額は、前連結会計年度に比べ901百万円増加し、18,546百万円となりました。主な投資には導管
5,688百万円、石狩発電所への投資3,066百万円があります。

3. 資金調達の状況

　石狩発電所および導管入替等の投資に充当する目的で、長期借入金6,800百万円に加え第19回無担保普通社債
3,500百万円（7年0.360％）、第20回無担保普通社債5,000百万円（15年0.800％）及び第21回無担保普通社
債5,000百万円（10年0.405％）を発行しました。
これらの財務活動の結果、連結有利子負債の残高は、前連結会計年度末に比べ3,306百万円増加し、79,332百
万円となりました。

4. 対処すべき課題

　当事業年度は、北海道胆振東部地震や異常気象とも言える気温の影響等により、当社グループの事業の柱であ
りますガス販売量は計画には届かなかったものの、お客さま件数の増加等により、対前年を上回る結果となりま
した。人口減少や少子高齢化といった社会構造の変化とあわせ、自然災害や気温影響は今後も起こりえるものと
認識し、事業環境をいかに見通し、計画を立てていくかが大きな課題となっています。
　こうした中、当社グループが、事業環境の変化に対応しつつ持続的に成長するためには、安定的な収益基盤の
構築が不可欠であります。ガス供給設備や自社電源等の大型投資により総資産が増加しておりますが、ガス・電
気の需要伸張を確実に達成することに加え、設備稼働率を向上させることにより収益性を高め、財務体質の強化
を図ってまいります。このため、「総合エネルギーサービス事業」の本格展開に向けた基盤整備を目的とする
「2016中期経営計画」に則り、各施策を積極的に進めてまいります。
　一方、昨年発生しました北海道胆振東部地震を契機としてエネルギーの安定供給に対する重要性が再認識されて
います。省エネのみならず災害時に力を発揮する天然ガスコージェネレーションシステムの普及拡大と、ガス導管
の耐震化をはじめとするガス供給設備の強靭化を進めることにより、災害対策に一層万全を期してまいります。
　以上の取り組みを推進する上で基本となるのは人材です。当社グループ全体の人材基盤の強化に向けて「働き
方改革」、「女性活躍推進」、「健康経営」を推進してまいります。特に、本年６月には、新グループ本社に移転い
たします。業務拠点の分散解消による効率化に加え、従業員同士がコミュニケーション良く、働きやすい環境を
整えました。これを大きなステップにして、当社グループが一体となり次の時代へ向かって進んでまいります。
　株主の皆さまにおかれましては、引き続き変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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知 5. 財産および損益の状況

区 分 2015年度
第170期

2016年度
第171期

2017年度
第172期

2018年度
第173期（当期）

売 上 高 （百万円） 93,131 87,040 103,580 121,174
経 常 利 益 （百万円） 1,785 1,824 2,911 4,222
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,151 1,297 1,923 3,503
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 14.77 16.19 22.11 198.95
総 資 産 （百万円） 130,357 136,058 147,199 149,566
純 資 産 （百万円） 40,625 42,048 44,644 46,910

　（注）1．2018年10月1日付で、当社普通株式について5株を1株とする株式併合を行っております。第173期（当期）の1株当たり当期純利益については、当期首に当
該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

　 2．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を第173期（当期）より適用しており、第172期の総資産の金額に
ついては、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。

6. 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

北 ガ ス ジ ェ ネ ッ ク ス 株 式 会 社 80百万円 100.0％ LPGの供給および販売、石油製品の販売等
北 ガ ス サ ー ビ ス 株 式 会 社 46 100.0 検針、ビジネスサポート事業、システム機器の販売等
北 ガ ス ジ ー プ レ ッ ク ス 株 式 会 社 300 100.0 ガス工事、エネルギー設備工事等
株 式 会 社 エ ナ ジ ー ソ リ ュ ー シ ョ ン 350 100.0 冷温熱・電力の供給および販売等
株 式 会 社 北 海 道 熱 供 給 公 社 3,025 78.5 冷温熱・電力の供給および販売
北 海 道 Ｌ Ｎ Ｇ 株 式 会 社 2,000 70.0 LNGの卸売・出荷・輸送およびLNG基地設備賃貸
北 ガ ス フ レ ア ス ト 株 式 会 社 23 100.0 ガス機器販売および付帯設備工事の設計・施工等
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7. 主要な事業内容

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

ガ ス 都市ガスの製造・供給および販売、LNG販売
電 力 電力の供給および販売

エ ネ ル ギ ー 関 連
LPGの供給および販売、ガス機器・ガス設備の販売・貸付けおよびこれに関連する工事ならびに
ガス工事、エネルギー設備工事、冷温熱の供給および販売、石油製品の販売、天然ガス自動車充填
ガスの販売等

そ の 他 水道検針、ビジネスサポート事業（建物管理、保険代理業、自動車販売等）、システム機器の販売

8. 主要な営業所および工場
（1）当社

名 称 所 在 地
本 社 札 幌 市 中 央 区
小 樽 支 店 小 樽 市 入 船
函 館 支 店 函 館 市 万 代 町
千 歳 支 店 千 歳 市 清 水 町
北 見 支 店 北 見 市
石 狩 Ｌ Ｎ Ｇ 基 地 石 狩 市 新 港 中 央
函 館 み な と 工 場 函 館 市 港 町
北 見 工 場 北 見 市 中 ノ 島 町

（2）子会社
名 称 所 在 地

北ガスジェネックス株式会社 札 幌 市 東 区
北ガスサービス株式会社 札 幌 市 中 央 区
北ガスジープレックス株式会社 札 幌 市 白 石 区
株式会社エナジーソリューション 小 樽 市 築 港
株式会社北海道熱供給公社 札 幌 市 東 区
北海道ＬＮＧ株式会社 札 幌 市 中 央 区
北ガスフレアスト株式会社 札 幌 市 豊 平 区

9． 使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

ガ ス 665名 － 12名
電 力 62名 ＋ 40名
エネルギー関連 550名 ＋ 5名
そ の 他 46名 ＋ 4名
全 社 （ 共 通 ） 59名 ＋ 2名
合 計 1,382名 ＋ 39名
（注）1. 上記は常勤の従業員数について記載しております。

2. 上記のほかに臨時従業員617名がおります。

10． 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 洋 銀 行 6,948百万円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 5,890
株式会社日本政策投資銀行 5,554
北海道信用農業協同組合連合会 4,737
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,165
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知 ２ 会社の現況に関する事項

1. 株式に関する事項（2019年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 32,000,000株
（2）発行済株式の総数 17,737,806株（自己株式128,725株を含む）
（3）株主数 7,306名
　（注）2018年6月26日開催の第172回定時株主総会決議に基づき、2018年10月1日を効力発生日として、5株を1株に併合するとともに、発行可能株式総数を

160,000,000株から32,000,000株に変更いたしました。この株式併合に加え、2018年12月3日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数は
88,691,638株から17,737,806株となりました。また、2018年10月1日、単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 980千株 5.57％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 906 5.14
東 京 瓦 斯 株 式 会 社 854 4.85
株 式 会 社 北 海 道 銀 行 685 3.89
株 式 会 社 北 洋 銀 行 685 3.89

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社 525 2.98

北 海 道 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 495 2.81
札 幌 市 448 2.54
北 海 道 瓦 斯 従 業 員 持 株 会 417 2.37
日 本 マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 393 2.23
（注）大株主の株主名および持株数は、株主名簿に基づき記載しており、持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除して計算しております。
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2. 新株予約権等に関する事項
　
（1）当社役員および当社使用人等に対し職務執行の対価として発行済の新株予約権（ストックオプション）の
　 概要

　

発行回次
（発行決議日）

新株予約権の数(交付者数) 目的となる
株式の種類と数

新株予約権
１個当たりの
発行価額

新株予約権
1個当たりの
行使価額

新株予約権の
権利行使期間取締役 執行役員等 合計

第１回新株予約権
（2015年4月28日）

219個
（6名）

240個
（10名）

459個
（16名）

当社普通株式
9,180株 21,700円 20円 2017年５月14日から

2032年５月13日まで
第２回新株予約権
（2016年4月28日）

234個
（6名）

198個
（9名）

432個
（15名）

当社普通株式
8,640株 20,900円 20円 2018年５月14日から

2033年５月13日まで
第３回新株予約権
（2017年4月28日）

229個
（6名）

198個
（9名）

427個
（15名）

当社普通株式
8,540株 20,600円 20円 2019年５月16日から

2034年５月15日まで
第４回新株予約権
（2018年4月27日）

187個
（6名）

171個
（9名）

358個
（15名）

当社普通株式
7,160株 23,300円 20円 2020年５月15日から

2035年５月14日まで
（注）1. 株式併合に伴い、新株予約権の目的となる株式の数は調整されており、１個当たり100株から20株に変更となっております。同様に、新株予約権1個当たり

の行使価額も調整されております。
2. 当社は新株予約権を社外取締役および監査役には割り当てておりません。
3. 新株予約権の権利行使の際には、当社が保有する自己株式を充当することとしております。

　
　① 当事業年度の末日において当社役員および当社使用人等が保有している職務執行の対価として交付された
　 新株予約権の状況

発行回次
新株予約権の数(保有者数) 目的となる

株式の種類と数
新株予約権
１個当たりの
発行価額

新株予約権
1個当たりの
行使価額

新株予約権の
権利行使期間取締役 執行役員等 合計

第１回新株予約権 133個
（5名）

193個
（8名）

326個
（13名）

当社普通株式
6,520株 21,700円 20円 2017年５月14日から

2032年５月13日まで

第２回新株予約権 229個
（7名）

203個
（8名）

432個
（15名）

当社普通株式
8,640株 20,900円 20円 2018年５月14日から

2033年５月13日まで

第３回新株予約権 224個
（7名）

203個
（8名）

427個
（15名）

当社普通株式
8,540株 20,600円 20円 2019年５月16日から

2034年５月15日まで

第４回新株予約権 187個
（6名）

171個
（9名）

358個
（15名）

当社普通株式
7,160株 23,300円 20円 2020年５月15日から

2035年５月14日まで
　

（注）1. 株式併合に伴い、新株予約権の目的となる株式の数は調整されており、１個当たり100株から20株に変更となっております。同様に、新株予約権1個当たり
の行使価額も調整されております。
2. 取締役の新株予約権の個数および保有者数には、取締役として在任中に交付された監査役1名分（第1回28個、第2回30個、第3回29個）を含んでおります。
3. 第1回新株予約権の個数は交付時より133個減少（退職2名による減少分72個、権利行使1名による減少分61個）しております。

　
　② 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新株予約権の状況
上記（1）に記載の第４回新株予約権のとおりであります。
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知 3. 会社役員に関する事項

　
（1）取締役および監査役の氏名等（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 大 槻 博 社長執行役員

取 締 役 近 藤 清 隆 常務執行役員
生産供給本部長 生産事業部長

取 締 役 土 谷 浩 昭
常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
人材開発センター・監査部・リスク管理担当

取 締 役 末 長 守 人 常務執行役員
総務人事部担当 総務人事部長

北ガスサービス株式会社
代表取締役社長

取 締 役 井 澤 文 俊 常務執行役員
経営企画本部長 経営企画部長

取 締 役 杉 岡 正 三 北ガスジェネックス株式会社
代表取締役社長

社 外 取 締 役 野 田 雅 生 野田総合法律事務所 代表弁護士
東京地方裁判所 民事調停委員

社 外 取 締 役 中 上 英 俊 株式会社住環境計画研究所
代表取締役会長

監 査 役 （ 常 勤 ） 堤 信 之
社外監査役（ 常勤 ） 鈴 木 貴 博

社 外 監 査 役 小 山 俊 幸 北海道旅客鉄道株式会社
取締役副社長

社 外 監 査 役 井 上 唯 文
（注）1. 野田雅生氏は野田総合法律事務所の代表弁護士であり、当社は同事務所との間に法律顧問契約に基づく法律相談業務の委託の取引関係があります。また、そ

の他の社外役員の兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
2. 鈴木貴博氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
3. 当社は、野田雅生氏、中上英俊氏、鈴木貴博氏、小山俊幸氏および井上唯文氏を一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として指定し、上場証券
取引所に届け出ております。
4. 2019年４月１日現在の執行役員体制は次ページのとおりであります。

　
（2）責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役全員および社外監査役全員と会社法第427条第１項に規定する責任限定契約を締結
しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額または1,000万円のい
ずれか高い額となります。
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（3）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額
取締役 8名 144百万円（うち社外取締役 2名 16百万円）
監査役 4名 51百万円（うち社外監査役 3名 33百万円）

　（注）上記報酬等の総額には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取締役4百万円）を含んでおります。

（4）役員報酬等の額の決定に関する方針
役員の報酬等の額につきましては、2006年６月29日開催の第160回定時株主総会において、取締役は
年額３億円以内、監査役は年額１億円以内と決議しております。
　各取締役および監査役の報酬額は、取締役につきましては取締役会の決議により決定し、監査役につき
ましては監査役の協議により決定しております。
　なお、取締役の報酬につきましては、社外取締役を除き、基本報酬とストックオプションとし、報酬等
の額の範囲内で決定しております。

（5）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況
社外取締役野田雅生氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席し、企業法務の専門家としての
豊富な経験や事業運営リスクに関する高い見識から客観的な発言を行っております。
社外取締役中上英俊氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席し、エネルギー・環境分野に関
する専門的な知識と豊富な経験から企業経営全般に関して幅広く客観的な発言を行っております。
社外監査役鈴木貴博氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに、また、監査役会13回すべてに出
席し、金融業務で培われた財務リスクに関する高い見識から適宜客観的な発言を行っております。
社外監査役小山俊幸氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに、また、監査役会13回すべてに出
席し、経営企画業務に関する高い見識から適宜客観的な発言を行っております。
社外監査役井上唯文氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに、また、監査役会13回すべてに出
席し、地域社会・経済に関する高い見識から適宜客観的な発言を行っております。

（ご参考）当社では、取締役会の意思決定・監督機能を強化し、併せて業務執行機能の強化と責任の明確化を図るために執行役員
制度を導入しております。2019年４月１日現在の執行役員体制は次のとおりであります。

社長執行役員 大 槻 博
常務執行役員 近 藤 清 隆 生産供給本部長

生産事業部長

常務執行役員 土 谷 浩 昭
技術＆情報基盤整備本部長
人材開発センター・監査部・
リスク管理担当

常務執行役員 末 長 守 人
総務人事部担当
総務人事部長
北ガスサービス株式会社
代表取締役社長

常務執行役員 井 澤 文 俊 経営企画本部長
経営企画部長

常務執行役員 前 谷 浩 樹 エネルギーサービス事業本部長
執 行 役 員 大 関 伸 二 供給事業部長

供給保安部長
執 行 役 員 八 木 渉 北ガスジープレックス株式会社

代表取締役副社長

執 行 役 員 金 沢 明 法
フレアスト事業担当
北ガスフレアスト株式会社
代表取締役社長

執 行 役 員 山 岸 泰 技術開発研究所長
執 行 役 員 栗 田 哲 也 エネルギーシステム部長
執 行 役 員 青 木 徹 第二営業部長
執 行 役 員 後 藤 隆 一 郎 設備技術サービス事業部長

設備技術サービス部長
執 行 役 員 山 崎 秀 樹 監査部長
執 行 役 員 高 橋 憲 司 函館支店長
執 行 役 員 今 城 忠 宣 第一営業部長

執 行 役 員 梅 村 卓 司
株式会社北海道熱供給公社
代表取締役社長
株式会社エナジーソリューション
代表取締役社長
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知 4. 会計監査人の状況

　
（1）会計監査人の名称

仰星監査法人
　

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社が会計監査人に支払うべき公認会計士法第2条第1項の監査業務の報酬等の額

28百万円
② 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額（①の金額を含む）

35百万円
（注）1. 当社の監査役会は、取締役、社内関係部門および会計監査人からの必要な資料の入手や報告聴取を通じて、監査計画の内容や従前からの職務執行状況

の妥当性・適切性を確認し、報酬見積りの算出根拠など精査・検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っておりま
す。
2. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区分でき
ないため、上記金額はこれらの合計額を記載しております。
3. 上記②の対象となる子会社は、株式会社北海道熱供給公社および北海道ＬＮＧ株式会社の２社であります。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、ガス事業託送収支計算規則に基づく証明書発行業務および社債発行に伴う
コンフォート・レター作成業務を、非監査業務として委託し対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社の監査役会は、会計監査人の監査の品質、監査の有効性・効率性を総合的に勘案して、適正な会計監

査が期待できることを会計監査人の選考基準としております。監査役会は、会計監査人が会社法第340条第
１項各号に定める項目に該当すると認められる場合のほか、前記の選考基準に照らし、監査役会にて審議の
うえ、適正な会計監査が期待できないと判断される場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案
を株主総会に上程する方針です。

5. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制およびその運用状況の概要

　
　上記の体制（内部統制システム）の整備について、取締役会において決議した内容およびその運用状況の概要
は、以下のとおりであります。なお、内部統制システムの運用状況については、2019年４月26日開催の取締役
会において、適切に運用されている旨の報告をしております。

（1）取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①取締役および従業員は、反社会的な勢力に屈せず毅然とした対応をとることを含め、当社の定める倫理方
針・倫理行動指針を遵守し、誠実かつ公正な事業運営を行う。
②取締役会は、取締役会規則を定め、重要事項の意思決定を行うとともに、取締役および執行役員の職務執
行を監督する。
③取締役会は、社外取締役、社外監査役の招聘により、経営の客観性・透明性を確保する。
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④取締役は、財務報告にかかわる信頼性を確保するため、法令等に従い財務報告にかかわる内部統制の運
用、評価を行う体制を整備する。

⑤監査役は、取締役の職務執行に関して、監査役会で定める監査役監査基準に基づき、監査を行う。
⑥会計監査人は、会計に関する取締役の職務執行に関して、企業会計審議会で定める監査基準に基づき、監
査を行う。
⑦監査部は、内部監査規程に従い、業務、会計、情報システム等にかかわる諸状況について独立的な立場で
監査を行う。
⑧取締役会が決定した基本方針に基づき、経営会議は、内部統制システムを整備する。内部統制を効果的に
推進するために統制機能を統括する内部統制推進グループを設置し、コンプライアンスの徹底を図る。併
せて、組織横断的・第三者的視点によるその補完機能として、内部統制推進会議を設置する。
⑨コンプライアンスに関して、従業員等からの「相談・通報窓口」を設置し、未然防止と早期解決の実効性
を確保する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成され、加えて社外監査役３名を含む監査役４
名が出席することにより、意思決定および監督の実効性を確保しております。また、監査役監査、会計監査
および内部監査を通じて、当社グループの取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に基づき執行
されていることを確認しております。
　また当社は、取締役および従業員に対し、当社グループの倫理法令遵守に対する取り組み姿勢を示した
「北ガスグループ倫理方針」と従業者のとるべき行動や判断基準を示した「北ガスグループ倫理行動指針」
を定め、周知するとともに、「北ガスグループ倫理相談・通報制度管理基準」にもとづきグループ全体およ
び取引先の倫理相談・通報窓口を設置しており、当社グループの事業活動におけるリスクの現実化の未然防
止と早期発見・早期解決に努めております。
　

（2）取締役の職務の執行にかかわる情報の保存および管理に関する体制
①取締役の職務の執行にかかわる情報については、取締役会規則、稟議規程等に従って議事録、稟議書その
他定められた文書を作成し、また、文書管理規程等に基づいて、定められた期間これを保存するなど適切
に管理する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、取締役会や経営会議等の議事録、会議資料および稟議書等を、「取締役会規則」をはじめとした
各会議の規程および「文書管理規程」等にもとづき作成し、適切に保存・管理しております。
　

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①内部統制規程に定めた内部統制推進体制において、当社およびグループ各社における事業目標達成の阻害
要因を明らかにし、継続的に改善を図る。
②災害等のリスクへの措置については、保安規程、防災業務規程等に従い所定の体制およびBCP（事業継続
計画）を整備し、迅速かつ適切な対応を図る。
③業務遂行に伴うリスクのうち、コンプライアンスに関するものは倫理管理規程等に従い、情報セキュリテ
ィに関するものは情報管理規程等に従うことで、迅速かつ適切な対応を図る。
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知 ④その他の損失リスクについては、必要に応じてリスクヘッジに関するマニュアル等を整備し、当該リスク

の軽減等に取り組む。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、リスク管理、コンプライアンス管理、情報管理について、それぞれグループ共通規程を定め、厳
正な管理を行っています。また、ガス施設にかかわる災害予防対策、災害緊急措置および災害復旧のための
諸施策の基本を定めた「防災業務規程」において非常災害時の体制を明記し、非常災害時に円滑かつ適切な
防災業務活動の遂行を図ることができるよう定期的な教育・訓練を実施するとともに、地震発生時の事業中
断等の影響を最小限にとどめるために、BCP（事業継続計画）を整備しております。今年度は、2018年９
月６日に発生した北海道胆振東部地震への対応状況を踏まえて、災害対策の棚卸しを行い、ファシリティや
各種要領、教育訓練等のハード面・ソフト面での災害対策の強化を行っております。
　

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会の意思決定・監督機能の充実を図るとともに、執行役員制度を導入し、業務執行機能を強化す
る。
②取締役および執行役員の職務を効率的に行うために、職制、業務分掌規程、職責権限規程等の社内規程を
整備する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成され、原則月１回開催しております。社外取
締役の客観的な発言により、客観性・透明性を確保するとともに、会議資料を事前配付し議論の質を高める
など、取締役会の意思決定・監督機能の充実を図っております。また、社長執行役員を議長とする「経営会
議」を原則週１回開催し、取締役会付議事項以外の業務執行に関わる重要事項を決定しており、明確な責任
のもと迅速な意思決定に努めております。
　

（5）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①グループ会社に関する重要な事項は、当社の取締役会において決議する。
②グループ全体の健全な発展を図るため、当社と重要な子会社で構成するグループ経営会議を定期的に開催
する。
③当社の経営企画部が、統括管理部門として、関係会社管理規程に則り、関係会社の管理と指導を行う。ま
た、当社の監査部が内部監査規程、関係会社管理規程に則り、関係会社の内部監査を行う。
④当社の監査役、会計監査人は、法令の定めに基づき、定期的に重要な子会社の調査を行う。
⑤グループ全体に適用される内部統制規程を定め、グループ一体として統制を図る。グループ内部統制連絡
会議等を設置し、グループ各社への徹底を図る。
⑥グループ会社が営業成績・財務・経理・人事その他の経営上の重要事項を報告する手順を、関係会社管理
規程に定める。また、リスクが発現した場合の情報伝達方法を北ガスグループ内部統制規程に定める。
⑦グループ全体のリスクマネジメントシステムを構築し、それに則りグループ各社がリスク管理を実施する
ことを北ガスグループ内部統制規程に定める。
⑧中長期経営戦略の策定とそれにもとづく主要経営目標の設定を行い、進捗についてはグループ経営会議等
で定期的な実績管理を行うことにより、効率的かつ効果的な職務執行を確保する。
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⑨グループ全体に適用される北ガスグループ倫理方針を定めるとともに、「北ガスグループ倫理相談・通報
窓口」を設置する。

<当該体制の運用状況>
　当社は、取締役会、経営会議およびグループ経営会議において、子会社に関する重要事項を審議・決定す
るとともに、経営企画部が「関係会社管理規程」にもとづき、日々の子会社の業務執行を管理しておりま
す。また、監査計画にもとづき、監査役、会計監査人および監査部による子会社の監査を定期的に実施して
おります。
　また、北ガスグループが一体となって内部統制を推進するために、子会社各社との情報交換および決定事
項の報告等を行うことを目的とする「北ガスグループ内部統制連絡会議」等を設置し、定期的な情報共有を
行っています。
　

（6）監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項、当該従業員の取締役からの独立性に関する事項、当該従
業員に対する指示の実効性の確保に関する事項
①監査役の職務執行および監査役会を補助すべき従業員として、専従スタッフを選任する。
②専従スタッフは、監査役の指揮命令に従うことを業務分掌規程に定めるとともに、監査役からの指揮命令
に従って職務を遂行する。
③専従スタッフの人事管理に関する事項については、監査役の同意を得る。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、監査役専従の従業員を配置した、執行部門から独立した「監査役室」を設置しており、当該従業
員は「業務分掌規程」のほか監査役会が定める規程等にもとづき、監査業務を補助しております。なお、当
該従業員の異動等の人事事項は監査役と協議のうえ決定しております。
　

（7）取締役および従業員が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制、報告した
者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制
①監査役は、職務執行に必要な事項に関して、随時、取締役および従業員に対して報告を求めることができ
る。
②監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、重要な決定や報告の把握ができ、また、各議事録、稟議書
等の重要な書類を閲覧できる。
③取締役は、職務執行に関し重大な法令・定款違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼ
す事実を知ったときは、これを直ちに監査役会に報告する。
④グループ会社の監査役、当社の経理部長および関係会社管理を担当する経営企画部長は、四半期ごとにグ
ループ会社の状況について、監査役に報告する。
⑤当社の監査部は、グループ会社のリスク、コンプライアンスおよび内部通報情報等について、必要に応じ
監査役に報告する。
⑥監査役へ報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けない旨を北ガスグル
ープ内部統制規程に定める。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の監査役は、取締役会のほか経営会議に出席するとともに、取締役会、経営会議の議事録のほか全社の
稟議書を閲覧し、職務執行に必要な事項に関しては、随時取締役および従業員に対して報告を求め、監査の実
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知 効性の向上を図っております。加えて監査部は、リスクマネジメントおよび内部通報制度等の運用状況につい

て監査役へ報告しております。また、従業員等が監査役へ報告したことを理由に不利益な取り扱いを受けた場
合には、その内容について調査を行い、不利益に対し回復措置を求めることができる旨を定めております。
　

（8）監査役の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続その他当職務の執行について生じる費用
または償還の処理に係る方針に関する事項
①監査役の職務の執行について生じる費用等について、毎年、適切な予算を設ける。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、監査役の職務執行にともない生じる費用について、執行部門から独立した「監査役室」において
予算を計上しております。
　

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、職務執行に必要な事項に関して、随時、取締役および従業員に対して報告を求めることができ
る。取締役会は、監査役が会計監査人、グループ会社の監査役および内部監査部門等と連携し、監査役の
監査が実効的に行われることを確保する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の監査役は、「監査役監査基準」にもとづき、代表取締役との定期的な会合を行うとともに、必要に応
じ、取締役および従業員から業務執行の報告を求めることができることとしております。またグループ会社
の監査役、会計監査人および監査部等と連携・調整することにより、実効性のある監査を実施しております。
　

6. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　
　剰余金の配当等につきましては、継続的かつ安定的に配当を行うことを基本方針といたします。そのうえで、
企業体質および競争力の強化ならびに事業展開に必要な設備投資等のための内部留保と併せまして、連結配当性
向30％を下回らないことを当面の基準とし、株主の皆さまへの適切な利益還元に努めてまいりました。
　このような方針のもと、当事業年度における剰余金の配当につきましては、電力事業に一定の見通しが立つな
ど、総合エネルギーサービス事業の今後の展開等を勘案し、株主価値の維持・向上の観点から、年間配当を株式
併合後で1株あたり5円増配の45円（※）と決定いたしました。
　
※ 当社は、2018年10月1日付で、当社普通株式について5株を1株とする株式併合を行っております。株式併合前の
2018年9月30日を基準として1株につき4.5円の中間配当金をお支払いいたしておりますので、当事業年度の年間配
当金は、株式併合前の基準で換算いたしますと、中間配当金4.5円と期末配当金4.5円を合わせた1株につき9円に相
当し、株式併合後の基準で換算いたしますと、中間配当金22.5円と期末配当金22.5円を合わせた1株につき45円に
相当いたします。

（注）1.第162回定時株主総会の決議により、剰余金の配当等の決定機関を取締役会とする旨を定款に定めております。
2.中間配当については昨年10月31日開催の取締役会、期末配当については本年５月30日開催の取締役会におい
てそれぞれ決議いたしました。

　本事業報告に記載の金額および株式に関する事項等につきましては、記載した数値未満の端数がある場合、原則としてこれを切り捨てております。
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連結計算書類

連結貸借対照表（2019年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
固定資産

有形固定資産

　製造設備

　供給設備

　業務設備

　その他の設備

　建設仮勘定

無形固定資産

　その他

投資その他の資産

　投資有価証券

　退職給付に係る資産

　繰延税金資産

　その他

貸倒引当金

流動資産

　現金及び預金

　受取手形及び売掛金

　商品及び製品

　原材料及び貯蔵品

　その他

貸倒引当金

127,496,443

113,184,272

24,720,333

39,162,765

8,876,610

29,570,754

10,853,807

2,763,383

2,763,383

11,548,787

5,001,497

1,100,923

1,923,398

3,538,695

△15,727

22,070,414

1,697,992

13,477,296

270,733

3,313,509

3,369,264

△58,382

固定負債 66,789,706
　社債 32,000,000
　長期借入金 26,239,271
　再評価に係る繰延税金負債 725,719
　退職給付に係る負債 4,393,882
　ガスホルダー修繕引当金 198,650
　保安対策引当金 624,225
　熱供給事業設備修繕引当金 450,988
　リース債務 1,640,217
　その他 516,751
流動負債 35,866,869
　1年以内に期限到来の固定負債 10,932,114
　支払手形及び買掛金 3,060,946
　コマーシャル・ペーパー 8,200,000
　その他 13,673,808
負債合計 102,656,575
（純資産の部）
株主資本 43,020,137
　資本金 7,515,830
　資本剰余金 5,256,569
　利益剰余金 30,419,602
　自己株式 △171,865
その他の包括利益累計額 1,927,392
　その他有価証券評価差額金 1,452,921
　土地再評価差額金 672,182
　退職給付に係る調整累計額 △197,710
新株予約権 29,428
非支配株主持分 1,933,324
純資産合計 46,910,282

資産合計 149,566,858 負債純資産合計 149,566,858
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知 連結損益計算書（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 121,174,440
売上原価 88,264,930
　 売上総利益 32,909,510
供給販売費及び一般管理費 28,848,903
　 営業利益 4,060,607
営業外収益
　受取利息 13,481
　受取配当金 182,397
　持分法による投資利益 178,810
　受取賃貸料 189,183
　その他 352,159 916,032
営業外費用
　支払利息 384,618
出向社員費用 143,373
　その他 225,810 753,802
　 経常利益 4,222,837
特別利益
　固定資産売却益 657,520 657,520
　 税金等調整前当期純利益 4,880,358
　 法人税、住民税及び事業税 1,764,983
　 法人税等調整額 △437,996 1,326,987
　 当期純利益 3,553,370
　 非支配株主に帰属する当期純利益 49,751
　 親会社株主に帰属する当期純利益 3,503,619
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連結株主資本等変動計算書（2018年4月1日から2019年3月31日まで）
（単位：千円）

株主資本 その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に
係る調整
累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 7,515,830 5,256,569 27,665,673 △168,494 40,269,579 1,795,707 672,182 2,292 2,470,182 20,813 1,883,573 44,644,148

当期変動額

剰余金の配当 △748,474 △748,474 △748,474

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,503,619 3,503,619 3,503,619

自己株式の取得 △4,218 △4,218 △4,218

自己株式の処分 13 151 165 165

自己株式の消却 △13 △681 695 － －

持分法の適用範囲の変動 △533 △533 △533

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額） － △342,785 － △200,003 △542,789 8,614 49,751 △484,423

当期変動額合計 － － 2,753,929 △3,371 2,750,558 △342,785 － △200,003 △542,789 8,614 49,751 2,266,134

当期末残高 7,515,830 5,256,569 30,419,602 △171,865 43,020,137 1,452,921 672,182 △197,710 1,927,392 29,428 1,933,324 46,910,282



30

▶ P 33

▶ P 30

▶ P 27

▶ P 13

▶ P 3

▶ P 38

▶ P 1

▶ P 36

連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
さ
ま

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

計
算
書
類

ト
ピ
ッ
ク
ス

招
集
ご
通
知

計算書類

貸借対照表（2019年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
固定資産
有形固定資産
　製造設備
　供給設備
　業務設備
　附帯事業設備
　建設仮勘定
無形固定資産
投資その他の資産
　投資有価証券
　関係会社投資
　関係会社長期貸付金
　長期前払費用
　繰延税金資産
　前払年金費用
　その他投資
　貸倒引当金
流動資産
　 現金及び預金
　受取手形
　売掛金
　関係会社売掛金
　未収入金
　製品
　原料
　貯蔵品
　前払費用
　関係会社短期債権
　その他流動資産
　貸倒引当金

110,872,672
88,229,136
19,235,314
40,640,529
8,464,402
11,412,751
8,476,138
2,532,132
20,111,404
4,259,106
5,799,949
7,046,720
444,374
1,027,064
1,085,348
454,278
△5,437

22,590,380
109,087
341,503
9,520,796
1,897,351
906,485
29,327

2,939,194
291,975
228,770
5,148,157
1,226,334
△48,604

固定負債 62,064,976
　社債 32,000,000
　長期借入金 25,386,825
　再評価に係る繰延税金負債 725,719
　退職給付引当金 2,818,869
　ガスホルダー修繕引当金 198,650
　保安対策引当金 624,225
　その他固定負債 310,687
流動負債 33,896,757
　1年以内に期限到来の固定負債 10,418,064
　買掛金 1,835,874
　短期借入金 321,001
未払金 3,063,465
　未払費用 2,960,597
　未払法人税等 1,417,483
　前受金 1,634,995
　資産除去債務 372,232
　預り金 52,521
　関係会社短期債務 3,205,331
　工事損失引当金 200,345
　固定資産撤去損失引当金 46,037
　コマーシャル・ペーパー 8,200,000
　その他流動負債 168,808
負債合計 95,961,734
（純資産の部）
株主資本 35,350,455
　資本金 7,515,830
　資本剰余金 5,275,595
　 資本準備金 5,275,595
　利益剰余金 22,730,895
　 利益準備金 775,775
　 その他利益剰余金 21,955,120
　 別途積立金 13,600,000
　 繰越利益剰余金 8,355,120
　自己株式 △171,865
評価・換算差額等 2,121,435
　その他有価証券評価差額金 1,449,253
　土地再評価差額金 672,182
新株予約権 29,428
純資産合計 37,501,319

資産合計 133,463,053 負債純資産合計 133,463,053
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損益計算書（2018年4月1日から2019年3月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
ガス事業売上高
　ガス売上 56,895,028
　事業者間精算収益 102,392 56,997,420
売上原価
　期首たな卸高 23,319
　当期製品製造原価 34,395,780
　当期製品自家使用高 968,055
　期末たな卸高 29,327 33,421,717
　 売上総利益 23,575,703
供給販売費 20,520,989
一般管理費 2,755,501 23,276,491
　 事業利益 299,211
営業雑収益
　受注工事収益 3,085,294
　その他営業雑収益 8,732,076 11,817,371
営業雑費用
　受注工事費用 2,968,137
　その他営業雑費用 8,579,055 11,547,192
附帯事業収益 35,881,779
附帯事業費用 33,518,597
　 営業利益 2,932,572
営業外収益
　受取利息 77,839
　受取配当金 191,639
　受取賃貸料 168,020
　ガスホルダー修繕引当金戻入額 30,765
　雑収入 251,330 719,596
営業外費用
　支払利息 237,648
　社債利息 132,602
　社債発行費償却 72,441
　社債償還損 60,958
　出向社員費用 229,813
　雑支出 27,176 760,642
　 経常利益 2,891,526
特別利益
　固定資産売却益 1,315,041 1,315,041
　 税引前当期純利益 4,206,567
　 法人税等 1,388,447
　 法人税等調整額 △162,584 1,225,862
　 当期純利益 2,980,705
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知 株主資本等変動計算書（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 7,515,830 5,275,595 － 5,275,595 775,775 13,600,000 6,123,571 20,499,346
当期変動額
剰余金の配当 △748,474 △748,474
当期純利益 2,980,705 2,980,705
自己株式の取得
自己株式の処分 13 13
自己株式の消却 △13 △13 △681 △681
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額）
当期変動額合計 － － － － － － 2,231,548 2,231,548
当期末残高 7,515,830 5,275,595 － 5,275,595 775,775 13,600,000 8,355,120 22,730,895
　

株主資本 評価・換算差額等 新株
予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △168,494 33,122,277 1,792,611 672,182 2,464,794 20,813 35,607,885
当期変動額
剰余金の配当 △748,474 △748,474
当期純利益 2,980,705 2,980,705
自己株式の取得 △4,218 △4,218 △4,218
自己株式の処分 151 165 165
自己株式の消却 695 － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △343,358 － △343,358 8,614 △334,743
当期変動額合計 △3,371 2,228,177 △343,358 － △343,358 8,614 1,893,433
当期末残高 △171,865 35,350,455 1,449,253 672,182 2,121,435 29,428 37,501,319
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年5月13日

　北海道瓦斯株式会社
　 取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 﨑 浩 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 口 哲 生 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、北海道瓦斯株式会社の2018年4月1日から2019年3月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人
に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人
の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北海道瓦斯株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年5月13日

　北海道瓦斯株式会社
　 取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 﨑 浩 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 口 哲 生 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、北海道瓦斯株式会社の2018年4月1日から2019年3月31日までの
第173期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第173期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席するほか、随時、取締役及び使用人等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社に赴き業務
及び財産の状況を調査いたしました。
② 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社および子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)の状況を調査いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」（2005年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告、計算書類 (貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びこれらの附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2019年5月16日

北海道瓦斯株式会社 監査役会
監 査 役 （常 勤） 堤 信 之 ㊞
社外監査役（常勤） 鈴 木 貴 博 ㊞
社 外 監 査 役 小 山 俊 幸 ㊞
社 外 監 査 役 井 上 唯 文 ㊞

　

以 上
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（写真右から）豊富町工藤栄光町長、当社代表取締役社長大槻博

豊富町の位置

※豊富町は稚内市の南、日本海側に位置する
人口約４，０００人、ラムサール条約に登
録されているサロベツ原野が広がる自然豊
かな町です。日本最北端の温泉郷である 
「豊富温泉」は、日本で唯一石油資源を含
む泉質で、アトピーなどに効能があるため、
全国から多くの湯治客が訪れています。

■豊富町と「エネルギー地産地消のまちづくり」に関する連携協定を締結
　
当社は、夕張市、上士幌町に続き、昨年12月に豊富町と「エネルギー地産地消のまちづくり」の実現に向け

た連携協定を締結しました。豊富町では、温泉とともに天然ガスが産出されていますが、その多くが未利用の
ため、天然ガスの有効活用が課題でありました。そのような中、当社が進める、分散型電源である天然ガスコ
ージェネレーションシステムの普及拡大や、地域に賦存する再生可能エネルギーの活用に向けた取り組みが、
豊富町の課題解決の方向性と合致することから、今回の協定締結に至りました。当社と豊富町が連携し、未利
用天然ガスの有効活用、地域に賦存する再生可能エネルギーの活用、豊富町の魅力を最大限に活かした災害に
強いまちづくり等を推進してまいります。
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建物外観イメージ

建物概要

市松模様（千鳥パターン）をモチーフとした外装。窓からこぼれる灯りが、
やさしく街を照らすことで、エネルギーカンパニーにふさわしい “きたの灯り” 
をイメージしたデザインとなっています。

約24,300㎡

住所 札幌市東区北七条東二丁目１番１号

建物構成 オフィス棟（地上８階）、
業務棟（地上６階、地下１階）

延床面積

建物機能

（オフィス棟：約17,500㎡、
 業務棟：約6,800㎡）
天然ガスコージェネレーションシステム
（7,800kW×2）

■「北ガスグループ本社ビル」が完成
　
当社グループの新たな事業拠点であります「北ガスグループ本社ビル」が本年５月に完成し、６月中旬より
業務を開始します。同ビルは高い耐震性能を備えており、地震等の非常災害時の対応力を強化しました。さら
に、天然ガスコージェネレーションシステムは、電力事業の自社電源として活用するほか、発電時の排熱を同
ビルの冷暖房・給湯・融雪に利用することに加え、地域熱供給に有効利用することにより、札幌都心部の新た
なエネルギー拠点としての役割を担ってまいります。また、札幌市内に分散していた事業拠点を集約するとと
もに、「働き方改革」を促進するオフィス環境により、業務の効率化を一層進めてまいります。
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●●銀行

配当金の便利なお受け取り方法のご紹介

郵便局等でのお受け取り１

「配当金領収証方式」

証券口座でのお受け取り3銀行口座等でのお受け取り2

　配当金のお受け取りには、下記の３つの方法があります。
現在、①の方法をご利用の株主さまには、お受け取り忘れがなく確実・安全・簡単な、②または③の方法への
変更をおすすめします。
　変更のお手続きに関しましては、P.39「各種ご照会先」に記載の証券会社等に直接お問い合わせください。

確定申告に必要な配当金「支払通知書」について
　同封の「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねておりますので、確定
申告の際には添付資料としてご使用いただけます。
　ただし、上記③証券口座でのお受け取り（「株式数比例配分方式」）の場合は、お取り扱いが異なりますので、
お取引のある証券会社へお問い合わせください。

当社が郵送する「配当金領収
証」を持参し、郵便局等で受
け取る方法。

・配当金を郵便局等でお受け取りの場合は、「配当金領収証」に記載の受取期間内にお受け取りください。
・万が一、受取期間を経過した場合または領収証を紛失された場合は、P.39「三井住友信託銀行証券代行部」にお問い合わせください。

「株式数比例配分方式」
各証券会社の保有株式に応じ
て、各社の証券口座で受け取
る方法。

「単純取次ぎ方式」または
「登録配当金受領口座方式」
配当金をご指定の金融機関口
座で受け取る方法。

当社 当社当社

A証券

持参

配当金領収証

株主さまインフォメーション
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＜当社個人投資家さま向けサイト＞

詳しい情報は 北海道ガス　個人投資家 検 索

株式事務のご案内

各種ご照会先

個人投資家さま向けサイトのご案内

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
剰余金の配当の基準日
株 主 名 簿 管 理 人 ・
特 別 口 座 管 理 機 関
公 告 方 法

上 場 取 引 所
定時株主総会の決議の結果

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
期末：毎年3月31日　中間：毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
電子公告により当社ホームページに掲載
 （https://www.hokkaido-gas.co.jp/）
東京証券取引所・札幌証券取引所
金融庁が定める臨時報告書を金融庁の電子開示システムＥＤＩＮＥＴ(http://disclosure.
edinet-fsa.go.jp/）または、当社ウェブサイト（https://www.hokkaido-gas.co.jp/）に掲載

配当金受取方法変更・
住所変更等の各種お手続き

単元未満株式の
買取・買増請求

お取引のある
証券会社等に直接
お問い合わせください

　北海道ガスのウェブサイトでは、個人投資家さま向けの
コーナーを設け、『IR関連情報』や、『株主優待制度』の
ご案内などをご提供しております。ぜひご覧ください。

三井住友信託銀行 証券代行部

証券会社に口座を
お持ちの株主さま

証券会社等に口座がない場合
（当社の株を特別口座でお持ちの株主さま）お問い合わせ内容

フリーダイヤル0120-782-031
受付時間（平日9:00 ～ 17:00）

〒168-0063　東京都杉並区和泉2-8-4
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〈メ モ 欄〉
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札幌市東区北七条東二丁目1番1号
北ガスグループ本社ビル 2階

JR「札幌」駅および地下鉄東豊線「さっぽろ」駅より　徒歩5分

場 所

交通アクセス

北口広場

JR タワー
展望室 札幌ステラプレイス 

大丸札幌店

札幌駅

中央郵便局

創
成
川
通
り

TKP札幌駅
カンファレンスセンター

札幌法務局

北九条小学校

ニッポン
レンタカー

プレミスト札幌
ターミナルタワー

光徳寺

瑞玄寺N

開催場所が例年の会場から変更となりますので、お間違いのないようご注意願います。

本年から、株主総会ご出席株主さまへのお土産を取りやめさせていただきます。なお、定時株主総会終了後、
ご出席株主さまを対象に当社社員食堂にて昼食をご用意させていただきます。

会場には駐車場をご用意しておりませんので、公共交通機関等をご利用願います。

環境にやさしく……本紙は再生紙を使用しております。

株主総会会場ご案内



第173回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

北海道瓦斯株式会社
当社は、第173回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結
注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、
当社ウェブサイト （https://www.hokkaido-gas.co.jp/）に掲載することによ
り株主の皆さまに提供しております。

定時株主総会招集通知/WEB開示用 （宝印刷）  2019年05月28日 14時57分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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連結注記表（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
（1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 7社
主要な連結子会社の名称
　北ガスジェネックス㈱、北ガスサ－ビス㈱、北ガスジープレックス㈱、㈱エナジーソリューション、㈱北海道熱供給公社、
　北海道ＬＮＧ㈱、北ガスフレアスト㈱

（2)主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
　北ガスフレアスト北見㈱
連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）、及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1)持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 なし
持分法を適用した関連会社の数 ９社

主要な会社等の名称
　㈱エネルギーサプライ、㈱サッポロエネルギーサービス、北ガスフレアスト北㈱、北ガスフレアスト函館北㈱、
　北ガスフレアスト函館南㈱、苫小牧バイオマス発電㈱、釧路エルエヌジー㈱、石狩ＬＮＧ桟橋㈱、室蘭ガス㈱
釧路エルエヌジー㈱は、当連結会計年度中に重要性が増したため、持分法適用範囲に含めております。
石狩ＬＮＧ桟橋㈱は、当連結会計年度中に北海道電力㈱と共同出資で新たに設立したため、持分法適用範囲に含めておりま
す。
室蘭ガス㈱は、当連結会計年度中に室蘭ガス㈱の株式を追加取得したため、持分法適用範囲に含めております。

（2)持分法を適用しない非連結子会社の名称等
持分法を適用しない非連結子会社

主要な会社等の名称
北ガスフレアスト北見㈱

持分法を適用しない理由
　持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が
ないため、持分法の適用から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、北ガスフレアスト㈱の決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたりましては、北ガスフレアスト㈱につきましては12月31日現在の計算書類を使用し、連結決算日と
の間に生じた重要な取引につきましては、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
　 その他有価証券
　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
　 時価のないもの 移動平均法による原価法
② デリバティブ 時価法
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③ たな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。但し、当社の千歳支店、石狩ＬＮＧ基地並びに供給設備のうち天然ガス用設備及び一部の連結子
会社は、定額法によっております。
　また、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 3～50年
導管 13～22年
機械装置及び工具器具備品 2～20年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産のうち、一括償却を選択した資産については、３年間で均等償
却をしております。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　 ③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 ④ 長期前払費用
　均等償却をしております。

（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② ガスホルダー修繕引当金
　球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上
しております。

　 ③ 保安対策引当金
　ガス事業の保安の確保に要する費用の支出に備えるため、お客さまがガスをご使用にならない経年管等の対策に要する費用
の見積額を計上しております。

　 ④ 熱供給事業設備修繕引当金
　熱供給事業設備の定期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上し
ております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
② 退職給付に係る会計処理の方法

　 ・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

定時株主総会招集通知/WEB開示用 （宝印刷）  2019年05月28日 14時57分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 3 ―

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（1年）による定額法により費用処理し
ております。

5. 表示方法の変更
（1）連結貸借対照表

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当連結会計年度の期首から適用して
おり、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（2）連結損益計算書
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「持分法による投資利益」（前連結会計年度46,255
千円）は、重要性が高まったため、当連結会計年度は独立掲記しております。
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「ガスホルダー修繕引当金戻入額」（前連結会計年度
116,326千円）、「貸倒引当金戻入額」（前連結会計年度162,183千円）及び「営業外費用」の「社債償還損」（前連結会計年度
221,060千円）は重要性が乏しくなったため、当連結会計年度は「その他」に含めて表示しております。

連結貸借対照表に関する注記
1. 事業用土地の再評価

　当社は、土地再評価法（「土地の再評価に関する法律」1998年３月31日公布、法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。
　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布、政令第119号）第２条第４号によるところの地価
税の計算のために公表された方法により算定した価格に合理的な調整を行う方法及び第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によ
って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年3月31日
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳
簿価額の合計額との差額 △827,193千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 222,119,303千円
3. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保提供資産

その他の設備（工場財団他） 2,781,056千円
（2）担保に対応する債務

　長期借入金 763,973千円
（うち1年以内に期限到来の固定負債 235,507千円）

4. 保証債務等
（1）保証債務
　 石狩サービス㈱の清算により承継した個人向けリース機器契約に対する連帯保証

2,109千円
（2）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

5,000,000千円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 17,737,806株
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

2018年５月30日
取締役会 普通株式 352,235 4.0 2018年3月31日 2018年６月５日

2018年10月31日
取締役会 普通株式 396,238 4.5 2018年9月30日 2018年12月３日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

2019年５月30日
取締役会 普通株式 利益剰余金 396,204 22.5 2019年3月31日 2019年６月４日

　
3. 当連結会計年度の末日において発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の
種類及び数

普通株式 16,600株
　

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、グループ全体の資金効率を高める目的で、キャッシュ・マネジメント・システムによるグループ金融を実施し
ております。グループ各社の営業性資金を当社に集中し、不足額の資金調達に関しては、主に当社の社債等の直接調達及び金融機
関からの間接調達により行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信開始時の信用調査並びに一部の大口取引先に関しては、外部の保証機関に
よる債権保証制度を利用して信用リスクの低減を図っております。
　投資有価証券である株式は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。
　社債・借入金等の使途は主に設備投資に係る長期資金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております
が、一部の長期資金について、当該リスクをヘッジすることを目的として、金利スワップ取引を実施しております。
　外貨建営業債務は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクをヘッジすることを目的として、為替予約取引を実施
しております。なお、金利スワップ・為替予約等デリバティブ取引は、社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
　また、営業債務や短期借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰り計画を作成す
るなどの方法により管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
 「2.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引
に係る市場リスクを示すものではありません。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。（（注2）参照）

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額（＊2） 時価（＊2） 差 額

（1）受取手形及び売掛金（＊1） 13,418,913 13,418,913 －
（2）投資有価証券
　 その他有価証券 2,592,087 2,592,087 －
（3）コマーシャル・ペーパー (8,200,000) (8,200,000) －
（4）社債 (35,000,000) (35,387,400) (387,400)
（5）長期借入金 (33,934,674) (34,210,041) (275,367)
（＊1）貸倒引当金を控除して記載しております。
（＊2）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注1)金融商品の時価の算定並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　（1）受取手形及び売掛金

　受取手形及び売掛金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。
　（2）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとお
りです。

（単位：千円）
種 類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差 額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 株式 382,672 2,428,336 2,045,663

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 株式 214,791 163,751 △51,039

合 計 597,464 2,592,087 1,994,623
（3）コマーシャル・ペーパー

　コマーシャル・ペーパーは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。
（4）社債

　当社の発行する社債は、市場価格に基づき算定しております。
　（5）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。
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　（6）デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相

当額は、次のとおりです。
（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時 価 当該時価の

算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 1,800,000 － （＊）

（＊）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当
該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記（5）参照）

(注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額2,409,409千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（2）投資有価証券 その他有価証券」に含めておりません。

(注3)1年以内に期限到来の固定負債に含まれている長期借入金は、注記上長期借入金に一括して掲記しております。
　

1株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 2,552円52銭
2. 1株当たり当期純利益 198円95銭
（注）当社は、2018年10月１日を効力発生日として普通株式５株を１株とする株式併合を実施いたしました。
　 当期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　

定時株主総会招集通知/WEB開示用 （宝印刷）  2019年05月28日 14時57分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 7 ―

個別注記表（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。但し、千歳支店、石狩ＬＮＧ基地並びに供給設備のうち、天然ガス用設備は定額法によっておりま
す。また、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 3～50年
導管 13～22年
機械装置及び工具器具備品 2～20年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産のうち、一括償却を選択した資産については、３年間で均等償却
をしております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（4）長期前払費用
　均等償却をしております。

2. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）デリバティブ 時価法
（3) たな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において
発生していると認められる額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によって
おります。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1年）による定額法により費用処理し
ております。
　未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なっております。

（3）ガスホルダー修繕引当金
　球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上し
ております。

（4）保安対策引当金
　ガス事業の保安の確保に要する費用の支出に備えるため、お客さまがガスをご使用にならない経年管等の対策に要する費用の
見積額を計上しております。

（5）工事損失引当金
　ガス機器工事に係る将来の損失発生に備えるため、当事業年度末の未引渡工事についての翌事業年度以降の損失発生見込額を
見積り計上しております。

（6）固定資産撤去損失引当金
　 供給設備等の撤去費用に伴う支出に備えるため、支出見込額を計上しております。
4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更
　貸借対照表
　 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
　 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当事業年度の期首から適用してお

り、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

貸借対照表に関する注記
1. 事業用土地の再評価

　土地再評価法（「土地の再評価に関する法律」1998年３月31日公布、法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。
　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布、政令第119号）第２条第４号によるところの地価
税の計算のために公表された方法により算定した価格に合理的な調整を行う方法及び第5号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によ
って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年3月31日
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の
帳簿価額の合計額との差額 △827,193千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 178,740,507千円
3. 保証債務等
（1）保証債務
　 石狩サービス㈱の清算により承継した個人向けリース機器契約に対する連帯保証

2,109千円
（2）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

5,000,000千円
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損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 13,947,503千円
仕入高 13,084,699千円
営業取引以外の取引高 1,735,212千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 128,725株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
　繰延税金資産 退職給付引当金
　繰延税金負債 前払年金費用

関連当事者との取引に関する注記
　関連会社等

種類 会社等の
名称 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との関
係

取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等

事業上の
関係

関連
会社

石狩LNG
桟橋(株)

札幌市
中央区 240,000 設備の所有

・賃貸等
所有
直接
50％

1名 設備の
賃借

資産の譲渡
売却代金
売却益

5,777,655
1,315,041 － －

貸付金取引 2,900,000 関係会社
長期貸付金 2,806,720

（注）1.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
　 2.取引条件及び取引条件の決定方針等

　 ＊固定資産の売却価格については、市場実勢等を参考に、価格交渉の上で決定しております。
　 ＊資金の貸付については、市場金利を勘案して利息を合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 2,127円99銭
2. 1株当たり当期純利益 169円26銭
（注）当社は、2018年10月１日を効力発生日として普通株式５株を１株とする株式併合を実施いたしました。
　 当期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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